






















































































































1994 19951996 19971998 1999 20002001 20022003
ZC接続 19．78円18．45円14．48円 12．93円11．98円10．84円7．65円 5．88円 4．78円5．36円
































日本 アメリカ イギリス フラソス ドイツ
ZC接続 10．84円 6．56円 3．31円 6．39円 7．32円






































































































































































アナログ公衆電話機 9年 10．9年 14．8年
デジタル公衆電話機 6年 6．1年 7．5年
伝　　　送　　　装　　　置 6年 8．4年
（注）2000年の答申では，時間的な制約等からメタルケーブル，管路，伝送装置の経済的耐用年数の推計は行
　　われなかった。
（出所）郵政省「接続料算定の在り方について」，2000年および総務省「長期増分費用モデルの見直しを踏ま
　　　えた接続料算定の在り方について」，2002年を参考に作成。
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金の基礎となる原価がより低く抑えられることは評価できるが，ここで二つの問題点を指摘すること
ができる。
　第一は，各設備の経済的耐用年数と長期増分費用方式の前提との整合性に関する問題である。長期
増分費用方式では，現時点で利用可能な最も低廉で最も効率的な設備を新たに構築したと想定される
ネットワークモデルを前提としている。相互接続料金の基礎となる原価の算定においては，この前提
と合致する最も低廉で最も効率的な設備が選択され，その経済的耐用年数を用いて減価償却費が計算
される。ここで，長期増分費用方式が最も低廉で最も効率的な設備を前提としているならば，各設備
の経済的耐用年数は急速な技術革新による設備の陳腐化を考慮するため，2002年の答申で公表され
たような経済的耐用年数の著しい延長にはならないと考えられる21。例えば，ケーブルを収容，保護
する管路については技術革新の影響をさほど受けないと思われるが，その他の設備については急速な
技術革新によって設備が陳腐化される可能性があるため，経済的耐用年数は短縮すると考えられる。
しかしながら，2002年の答申で公表された経済的耐用年数は軒並み，法定耐用年数もしくは2000年
の答申よりも著しく長期になっており，長期増分費用方式の前提と整合していないのではないかと思
われる。とはいえ，急速な技術革新による設備の陳腐化を実際に予測することは困難であり，予測可
能となった段階で各設備の経済的耐用年数を修正することも考えられる。
　第二は，NTT東日本およびNTT西日本における減価償却費の過大計上の問題である。2000年の
答申では，時間的な制約があったこと，詳細な調査が行えなかったことから，一部の設備しか経済的
耐用年数が推計されず，その経済的耐用年数も法定耐用年数とさほど差異はなかった。しかし，
2002年の答申で公表された経済的耐用年数によって，NTT東日本およびNTT西日本は結果とし
2000年度から2002年度の3年間にわたり減価償却費を過大に計上していたことが明らかとなった。
減価償却費の過大計上は，公表の原価を水増しすることによって料金引き上げの根拠になると指摘さ
れる22。ここで，NTT東日本およびNTT西日本における減価償却費の過大計上は，相互接続料金
が大幅に低廉化していることから，相互接続料金の引き上げの根拠になったというより，長期増分費
用方式導入による相互接続料金の大幅な引き下げに歯止めをかける根拠になったと考えられる。この
ように考えると，2000年の答申で推計された経済的耐用年数は当初，より長期の年数で実際は推計
されていたのではないかと疑念を抱く。この仮定によって算定される相互接続料金は，図表2の
2000年から2002年の相互接続料金よりも更に低廉化することになり，接続料収入を得るNTT東日
本およびNTT西日本の経営を圧迫することになりかねない。そこで，当時の郵政省は政策的に2000
年の答申で公表された経済的耐用年数を設定することによって，長期増分費用方式による相互接続料
金の大幅な低廉化に歯止めをかけたのではないかと推論する。
　ところで，2002年の答申で延長された経済的耐用年数を用いることによって，2003年度からの長
期増分費用方式による相互接続料金は，GC接続およびZC接続ともに更に低廉化すると思われたが，
ZC接続の相互接続料金については引き上げられることになった（図表2参照）。この主な原因は，
次で検討するトラピック量の変更によるものである。
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　2．長期増分費用方式の算定方法およびトラピック量に関する問題点
　図表5で示した通り，長期増分費用方式では，費用モジュールにおいてアンバンドル要素原価を
算定し，その原価を通信時間たるトラピック量で除することによってアソバソドル要素単位原価を算
定する。この長期増分費用方式の算定方法では，アンバンドル要素原価（分子）が低く抑えられたと
しても，トラピック量（分母）が減少することによってアソバソドル要素単位原価は上昇する可能性
がある。2003年度からのZC接続における相互接続料金の引き上げは，このトラピック量の減少に起
因している。
　近年，固定電話を巡る電気通信市場の環境は変貌しており，固定電話のトラピック量は減少傾向に
ある。その要因として，2002年の答申では，（1）マイライン導入による市内通信シェアの変動，（2）移
動体／固定電話加入者数の逆転，（3＞ADSL（Asymmetric　Digital　Subscriber　Line）の普及等による固定
電話トラピック量の減少23，（4）IP（Internet　Protoco1）網への移行を挙げている24。これらの要因によ
って，NTT東日本およびNTT西日本の固定電話市場全体のトラピック量は減少傾向にあり，　GC
接続およびZC接続についても，2001年度下期および2002年度上期のトラピック量が1998年度のト
ラピック量を下回る結果となった（図表7参照）。
　2003年度からの長期増分費用方式における相互接続料金は，2001年度下期および2002年度上期の
トラピック量に基づいて算定されるため，大幅なトラピック量の減少となったZC接続では，4．78円
から5．36円へと相互接続料金設定以来初めて引き上げられることになった（図表2参照）。また，長
期増分費用方式が最初に導入された2000年度の相互接続料金は，1998年度のトラピック量で算定さ
れており，当時のトラピック量はまだ右肩上がりであったため，長期分費用方式による相互接続料金
は，その導入当初の目的通り低廉化された。このように，長期増分費用方式による相互接続料金は，
相互接続料金の基礎となる原価（アンバンドル要素原価）だけではなく，その原価を除するトラピッ
ク量によっても多大な影響を受けるのである。
　総務省が，長期増分費用方式によって最も低廉で最も効率的な設備を想定した仮想的なネットワー
クを前提として原価を算定し，また2002年の答申において減価償却の耐用年数を改定することによ
って，相互接続料金の基礎となる原価を低く抑えようとしたことは評価できる。しかし，アンバンド
ル要素単位原価の算定に際し，トラピック量が減少したからといって相互接続料金を引き上げるとい
うことは，長期増分費用方式の算定方法にしたがっているとはいえ安易な考えであるといえる。ま
た，電気通信事業の競争を促進するために長期増分費用方式を導入したのにもかかわらず，需要量
（トラピック量）が減少したので料金を即引き上げるという行動は，独占企業体の取る行動と何ら変
わりのないことである。トラピック量が下降傾向にある期間において，たとえ相互接続料金の基礎と
なる原価が低く抑えられたとしても相互接続料金の引き上げに転じる可能性のある長期増分費用方式
は，その算定方法上の問題点を有しているといえる。割高であると指摘される日本の相互接続料金が
国際的な水準に達するまで，トラピック量の減少によっても相互接続料金の引き上げにつながらない
ようなモデルの見直しが必要となる。
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　　　　　　　図表7　トラピック量の推移
NTr東日本およびNTr西日本における固定電話の通信時間の推移
1994　1995　1996　1997　1998　1999　2000　2001年
GC接続およびZC接続の通信時間の推移 （単位：百万時間）
GC接続 1998年度 2001年度下期＋2002年度上期
加入者交換機 8427，696 8111，656
遠隔収容装置 9563，400 9323，685
遠隔収容装置～加入者交換機伝送 9563，400 9323，685
き線点遠隔収容装置 9563，400 9323，685
き線点遠隔収容装置～GC伝送路 9563，400 9323，685
ZC接続
中継伝送 6804，181 4669，049
中継系交換機 4736，112 3336，519
（出所）総務省「長期増分費用モデルの見直しを踏まえた接続料算定の在り方について」，2002年およびNTT
　　　東日本「網使用料算定根拠（平成15，16年度）」，2003年を参考に作成。
　また，長期増分費用方式による相互接続料金の算定を左右するトラピック量の採用年度についても
問題点を見出すことができる。長期増分費用方式に用いられるトラピック量の採用年度に着目すると，
2000年度の導入期では1998年度のトラピック量が，2003年度からの相互接続料金では2001年度下期
および2001年度上期のトラピック量が用いられている。どの時点のトラピック量を長期増分費用方
式に採用するかは，総務省がその都度決定するため，総務省の政策的判断が介入すると思われる。
2000年度の導入期では，直近の1999年度のトラピック量を用いることも考えられるが，実際には
1998年度のトラピック量を用い，さらにはこのトラピック量を固定して2000年度から2001年度まで
の3年間の相互接続料金を算定していた。そのため，1999年度および2000年度のトラピック量が増
大したにもかかわらず（図表7参照），そのトラピック量の増大分は相互接続料金に反映されなかっ
たのである。また，2003年度からの相互接続料金の算定に際して用いられるトラピック量について
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は，2001年度のトラピック量だけではなく，さらに下降傾向にある直近の2002年度上期のトラピッ
ク量までも用いている。つまり，総務省は都合良くトラピック量の採用年度を選択し，相互接続料金
の過度な引き下げを避けたいと考えていることが窺がえる。この背景には，日本の電気通信業界が米
国の電気通信業界のような事態に陥ることを回避したいという総務省の思惑があるといわれてい
る25。米国の電気通信事業では，1990年代に規制緩和が進展し，料金引き下げの激化の末に電気通信
事業者が相次いで破綻した。そして，破綻せずに生き残った電気通信事業者が，料金を引き上げると
いった状況になっている。総務省は，このような米国の電気通信業界が陥った事態を回避したいと考
え，相互接続料金の大幅な引き下げに歯止めをかけようとしているのである。以上の総務省の思惑か
ら，総務省は自由裁量的にトラピック量を選択，採用し，このトラピック量を用いて算定される相互
接続料金は，長期増分費用方式の算定方法にしたがっているとはいえ政策的な料金であるといえよ
う26。
3．社会的合意を得るために利用された会計技術
　総務省が自由裁量的にトラピック量を操作することによって引き上げられたZC接続の相互接続料
金は，長期増分費用方式のモデルにしたがったというよりも総務省の政策的判断が多分に介入してい
るため，このままでは社会的に受け入れられないであろう。そのため，総務省はZC接続の相互接続
料金の引き上げに際して，新規参入の電気通信事業者，諸外国の政府，そして利用者からの社会的合
意を得る必要があったと思われる。そこで総務省は，長期増分費用方式においてトラピック量で除す
る前段階の原価の算定に着目し，その原価を引き下げる要因を創出することによって社会的合意を得
ようとしたのではないかと考えられる。
　本来，長期増分費用方式による相互接続料金の算定手順は，まず相互接続料金の基礎となる原価を
算定し，次いでそれをトラピック量で除することによって，相互接続料金の引き上げもしくは引き下
げが決定されるはずである。しかしながら，総務省が実際に採った相互接続料金の算定手順は，これ
とは全く反対であったと考えられる。先ほど見た総務省の思惑を考慮すると，総務省は最初からこれ
以上の大幅な低廉化につながらないような相互接続料金を考えていたのではないかと思われる。つま
り，総務省は設定したいと考える相互接続料金を最初に決定し，次いでその相互接続料金を実現する
ためにトラヒック量および相互接続料金の基礎となる原価を調整したのではないかと推論する。そし
て，奇しくも相互接続料金の算定に影響を与えるトラピック量が下降傾向にあったことが，相互接続
料金の大幅な低廉化に歯止めをかける絶好の要素となった。このトラピック量の下降傾向によって，
総務省は相互接続料金の低廉化に歯止めをかけることができると確信したであろう。しかし，このま
までは安易な相互接続料金の引き上げとなり，総務省はこの引き上げに対する社会的合意を得ること
ができない。そこで総務省は，設定したいと考える相互接続料金とトラピック量とを勘案しながら，
相互接続料金の基礎となる原価を低く抑えるような見直しを提示することによって，相互接続料金の
引き上げに対する社会的合意を得ようとしたのではないかと考える（図表8参照）。その最たる技術
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　　　　　　　　　　　　図表8
琵蔚壇分醐方式／ごよる筋鞭
相互接続料金算定の本質
　相互接続料金の基礎となる
　　　　　　　　　　原価の算定
　　　　　　↓
　　　トラヒック量の算定
　　　　　　↓　　原価÷トラピック量
　　　相互接続料金の算定
　　　　　　↓　算定結果から
相互接続料金の引き上げ・引き下げ
融瀦’による鍵鞭
　設定したいと考える相互接続料金
　　　　　　　↓
　トラピック量の下降傾向に着目
　（相互接続料金の引き上げが可能）
　　　　　　　↓　社会的合意を得るため
相互接続料金とトラヒック量を勘案し、
相互接続料金の基礎となる原価を低く
抑えるような見直しを提示
（出所）筆者作成。
が，減価償却における耐用年数の延長である。先に見たように，2000年の答申で公表された経済的
耐用年数は法定耐用年数とさほど差異がないのに対し，2002年の答申で公表された経済的耐用年数
は，法定耐用年数および2000年の答申で公表された経済的耐用年数よりも大幅に延長されている。
これは，各設備の実態に則した耐用年数が再設定されたと見ることができる一方，総務省が相互接続
料金の基礎となる原価を低く抑える要因を創出することによって，社会的合意を得ようと政策的に設
定された耐用年数であると解することもできる。また，2000年の答申で公表された経済的耐用年数
は，当時その妥当性が争点となっており，2002年の答申で改定することによって，特に新規参入の
電気通信事業者および諸外国の政府からの合意を得ようとする意図もあったと思われる。但し，この
減価償却における耐用年数の延長によって，どの程度の原価引き下げの効果がもたらされたかは不明
である。図表9では，アソバソドル要素原価の比較が示されているが，2000年の答申によるモデル
と2002年の答申によるモデルとでは，仮想的なネットワークモデルが異なること，設備投資額の算
定方法の見直しが行われたことから，耐用年数の延長による原価引き下げの効果は数値上打ち消され
てしまっている。
　また，「接続会計報告書」作成において導入された活動基準原価計算（Activity・Based　Costing；以
下，ABCと略す）は長期増分費用方式においても用いられており27，このABCについても副次的で
はあるが，相互接続料金の基礎となる原価に社会的合意を付与する技術となり得ると考えられる。接
続会計報告書および長期増分費用方式で用いられるABCは，占有面積比，取得固定資産価額比，電
力値比等のコスト・ドライバーを用いることで，各設備の原価の発生に基づく間接費の割り当てが可
能となる28。そのため，長期増分費用方式において算定される原価は，ABCを用いることで伝統的
な原価計算よりも恣意性の少ない間接費の配賦がもたらされることになる。従って，ABCを用いて
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図表9　GC接続およびZC接続の年間アンバンドル要素原価の比較
（単位：百万円）
GC接続のアンパソドル要素 2000年の答申による原価 2002年の答申による原価
加入者交換機 255，966．24 400，318．60
遠隔収容装置 37，220．67 69，459．02
遠隔収容装置～加入者交換機伝送 0．00 138，982．22
き線点遠隔収容装置 260，304．69 81，343．21
き線点遠隔収容装置～GC伝送路 230，343．77 106，812．37
ZC接続のアンバンドル要素
中継伝送 20，655．59 62，671．49
中継交換機 10，590．72 31，276．01
（出所）　総務省「長期増分費用モデルの見直しを踏まえた接続料算定の在り方について」，2002年。
算定される相互接続料金の基礎となる原価は，伝統的な原価計算よりも間接費配賦の精緻化が担保さ
れることになり，そのためABCは相互接続料金の基礎となる原価の算定に対して，原価計算の側面
から社会的合意を付与する技術として作用すると考えられる。
　以上のように，総務省は相互接続料金の引き上げに対する社会的合意を得るために，相互接続料金
の基礎となる原価の算定に着目した。そこで総務省は，政策的に減価償却の耐用年数を大幅に延長す
ることによって，相互接続料金の基礎となる原価の引き下げにつながるような見直しを提示し，また
ABCを用いることによって相互接続料金の基礎となる原価が伝統的な原価計算よりも正確に算定さ
れていることを担保したのであった。このように，総務省は相互接続料金の引き上げに対する社会的
合意を得るために，会計技術を利用したと考えられる。
V　おわりに
　本稿では，相互接続料金の設定方式である長期増分費用方式について整理しつつ，それに関わる問
題点を指摘した。
　2000年度から導入された長期増分費用方式は相互接続料金の大幅な引き下げをもたらしたが，
2003年度からの相互接続料金は一転，ZC接続で引き上げられることになった。この背景には，米国
の電気通信業界のような過当競争を回避したいという総務省の思惑が関係していた。そこで総務省
は，相互接続料金の大幅な引き下げに歯止めをかけるために，下降傾向にあるトラピック量に着目
し，そしてそのトラピック量と設定したいと考える相互接続料金とを勘案しながら，相互接続料金の
基礎となる原価を作り込んだと考えられる。本来，長期増分費用方式は，相互接続料金の基礎となる
原価を算定し，その原価をトラピック量で除することによって相互接続料金を算定するという手順を
採るため，総務省は全く反対の算定手順を採っていたことになる。さらに総務省は，相互接続料金の
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基礎となる原価を低く抑えるような見直しを提示することによって，相互接続料金の引き上げに対す
る社会的合意を得ようとしたと考えられる。その最たる技術が減価償却における耐用年数の延長であ
り，またABCを用いることで原価計算の側面から相互接続料金の基礎となる原価算定の精緻化を担
保したと考えられる。すなわち，相互接続料金引き上げの社会的合意を得るために，会計技術が利用
されたのであった。このように，長期増分費用方式による相互接続料金は総務省によって政策的に算
定されており，電気通信事業における公正競争は未だ確保されていない状況にあると考えられる。
　最後に，長期増分費用方式による相互接続料金の今後の展望を示しておこう。長期増分費用方式
は，相互接続料金の大幅な低廉化を目的として導入されたため，接続料収入を得る立場にあるNTT
東日本およびNTT西日本は，既に長期増分費用方式の早急な廃止を訴えている29。また，長期増分
費用方式による相互接続料金は，固定電話市場におけるトラピック量の下降傾向から今後も引き上げ
られる可能性があり，そのようなことになればNTT東日本およびNTT西日本以外の電気通信事業
者も長期増分費用方式の廃止を訴えるであろう。現行の長期増分費用方式は，トラピック量の減少に
よって相互接続料金が引き上げられるという算定方法上の問題点を有しており，この問題点を解決す
るために長期増分費用方式モデルの見直しを図るか，もしくはトラピック量の減少によっても相互接
続料金の引き上げにつながらないような更なる原価引き下げを行わない限り，長期増分費用方式は廃
止に向かうと思われる。今後の長期増分費用方式による相互接続料金算定の動向に注目していきたい。
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